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建築情報のユーザーインターフェイスに関する理論的考察 

住まい手が住宅の多主体サービスプロバイダーと情報共有を行う為の仕組み 
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１．研究の課題と背景 

本論は、建築の長期にわたる持続的な運用マネジメ

ントを考慮するにあたり、既往のマネジメント手法の

PDCA サイクルの内に、ユーザースペシフィックであ

る運用情報の理論的な位置づけが欠けていることを問

題視し、よりデマンドオリエンテッドである建築運用

マネジメントの為に必要と考えられる情報アーキテク

チャ注 1)とユーザーインターフェイス（以下 UI と記述）

の理論的考察を行うものである。昨今、持続可能な住

宅生産運用へのインセンティブの現れを一部の起因と

して、長期優良住宅の普及に関する法律（2008）によ

る、長期優良住宅における住宅履歴情報の管理義務化、

あるいは賢いエネルギー運用のあり方を問う ZEH へ

の言及など、設計生産時の情報だけではなく、運用時

における情報を如何にマネジメントするかが問われ、

それらの情報の活用を通した価値創造のあり方が問わ

れている。  

建築産業内ではライフサイクルマネジメント

（LCM）、ファシリティマネジメント（FM）、コミッ

ショニング(Cx)、入居後評価（POE）などが建築運用

時の様々な要因に対するマネジメント手法として取り

上げられているが、未だ産業を通した共通意識として

理論化されていない。特に住宅というビルディングタ

イプに至ってはその所有形態や、運用時における機能

の不確実性などを理由に、その複雑性が生産的な議論

の進行を停滞させているのが現状となっている。先に

記述した幾つかの手法は、設計情報を主体とした、サ

プライサイドの情報を重視したプロジェクトマネジメ

ント（特に運用評価）を目的とした手法であり、建築

をライフサイクルにわたり運用する際に発生する、多

様なユーザー主体の運用情報を取り入れた運用マネジ

メント手法とは性質が異なると考えられる。設計され

た機能が実運用を通して、機能調整、適応の為、二次

的構成 1)（機能の再構成）されていくのを把握するに

は、ユーザーが建築運用を通して生産する、ユーザー

が保有する運用情報の把握が必要となる。 

現時点では、長期に渡り多主体が往来し提供する、

様々なサービスに関する情報を一住宅に属性的な情報

としてマネジメントできる手法を、住まい手はもとよ

り、種々のサービス事業者も保持していないのが現状

と言える。 

本論は、様々な主体が関与することで運用上の機能

を構成しているにも関わらず、これまでにも情報マネ

ジメント手法が欠けていた戸建て住宅に焦点を当て、

そのライフサイクルにおける住宅運用上で、よい機能

を提供し享受する為の、住まい手とサービスプロバイ

ダー2)間における運用情報マネジメントのあり方につ

いて、情報アーキテクチャ 3) の理論的枠組みとそれが

もたらす UI の観点から言及することで、多主体間に

おける情報共有と利活用の可能性と、運用情報マネジ

メント手法に関する理論的見解を示すものである。  

 

２．ユーザーインターフェイスの問題点：マクロ 

 図２は、住宅のライフサイクルを生産者と住まい手

の間の長期的な情報のやりとりとして捉え、そこに関

与する様々な主体とそのプロジェクトを抽象的に表し

たマクロ概念図である。この概念図の基本的な構造は、

住宅に関する UI の持つ位置付けを把握する為、

Norman (1986) 4)による人工物操作にあたるエージェン

トのメンタルモデル注 2)の関係性をベースとして、図１

に示す三階層構造を用いた。 

 

図 1：建築のライフサイクルを記述するマクロ概念図 

 

住宅運用を通して提供される様々なサービスを仮定し

て、図２に、それらの情報が住まい手にとって、どの

ような位置付けを持つものなのか記述した。図２の概

念図において、左から右に向い時間の進行が、概念図

上部の円は、住まい手に届く情報を、各四角で囲まれ

た単位がサービス（機能）内容、異なる色は、異なる
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サービス提供主体、概念図下部における棒線は、サー

ビス主体が関与する期間を例示している。 

 

図 2：建築のライフサイクルを通して、様々なステー 

クホルダーが提供するサービスのマクロ概念図 

 

概念図よりマクロ概念レベルにおいて考慮されるべき

UI の問題として次の四点が上げられる。  

 

各サービス主体から情報を提供される住まい手は、  

１：住宅ライフサイクルの全体性が把握しにくい 

２：各サービス間の情報をつなげられない 

３：自身の情報と提供される情報の関係性と妥当性

が把握しにくい  

４：それらの情報を自身の学習につなげにくい  

 

問題点１：住まい手は各サービス主体と情報の交換を

行うわけであるが、図２のようなサービス、プロジェ

クト間の相互関係、全体像が可視化されておらず、ラ

イフサイクル全体における各サービス行為の相対的な

位置付けが不明確である、即ち、全体像の可視化と、

ライフサイクルレベルでの情報のコミュニケーション

の必要性が問われる。 

問題点２：住宅のライフサイクルを通して機能を提供

するサービスプロバイダーの一例として、住宅履歴書

サービス、エネルギー・環境モニタリング、住まい方

に対する助言サービス、セキュリティサービス、メン

テナンスサービス、健康福祉系サービス等が上げられ

る。これらは住まい手が自由に選択し得るサービスで

あると定義した際に、これらのサービス主体は個別の

企業であり、個別の情報の扱い方と UI を供給してい

る場合が多く、住まい手が選択するサービスが増える

ごとにUIの数も増えるものとして考慮される。従い、

情報のやりとり（情報量）と手間は増えるものの、図

２上部に示すように、それらの情報間の相互運用の可

能性は、住まい手に依存しており、専門知識を持たな

い住まい手がそれらの情報を有効にマネジメントする

のは困難であると考えられる。  

問題点３：多くの提供される情報は、ある程度のカス

タマイゼーションをされたものではあるが、問題点１

にあげた全体性の理解の欠如を起因として、それらの

情報が自身の住宅に対して、どの程度固有のものなの

か把握しにくいと考えられる。特にプロダクトを介し

たサービス提供において、プロダクト情報と住宅情報、

個人情報の相関性を把握するツールが欠如している。 

問題点４：サービスプロバイダーは、サービスを通じ

て情報を提供しており、住まい手は、それらの情報を

用いることで、各々の住宅に関して学習し、個々に特

有な運用を通した発生機能を調整、適応、更には二次

的機能要求するものと考えられるが、学習の為に情報

をまとめるインターフェイスが欠如している。 

 

これらの問題点に対して、マクロレベルの UI の観点

からは、個々のサプライベースの UI と並行して存在

する、ユーザーベースの分散情報統合型 UI と

User-Oriented API(application programming 

interface) が必要であると考えられる。これは、図２

において上部住まい手側の丸を繋げる位置取りをする

ものと考えられ、下部に属するインターフェイスと関

連はするも、異なる主体性を持つものとする。  

 

３．ユーザーインターフェイスの問題点：ミクロ 

 次に各プロジェクトレベルにおける UIの問題点を検

証する。図３は、図２に示した各々のサービスの内の

ひとつを拡大したものとなる。  

 

図３：建築の LCにおける一プロジェクト内における作

り手と使い手の関係から記述した PDCA ミクロ概念図 

 

各プロジェクト内においては、よい情報の流れを作る

為の、一巡の PDCA マネジメントサイクルが存在して

いることを前提としており、このサイクルと住まい手

の情報の関連性に関して検証する。その理論的背景と

して、2000 年を前後として、様々な産業分野において、

機能を作りこんだ製品の販売を主とした生産活動から、

目的とする機能（サービス）を提供することを契約の
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ベースとしたビジネスモデルが普及しだしたことを考

慮している。このような動向を示す、サービサイジン

グ 5)、プロダクト・サービス・システム 6) 、モニタリ

ングによる検証を通したサービスレベル・アグリーメ

ント  などと言った概念は、プロダクト設計生産とその

販売を重視するサプライオリエンテッドな観点から、

分析－設計－生産－運用－評価の PDCA サイクル、プ

ロジェクトマネジメント・運用プロセス重視型への移

行と考えられる。このような背景の中、建築産業にお

いても、建造物の機能の提供とその価値に重点をおい

た、運用マネジメントの重要性 7)が問われるようにな

ってきた。しかしながら、機能の不確実性が多いビル

ディングタイプである住宅では、運用エージェントと、

運用コンテクスト依存型となるため為、提供された機

能の運用を通して、住まい手が個々の住宅の機能を調

整・適応し、また新しい機能を発生させていき、PD

時の機能定義（図３左側）と、運用時における CA（図

３右側）における機能では、同等のものとして評価で

きるとは限らない。従い、住宅のような機能の不確実

性をもった建築に関するプロジェクトを記述する概念

図としては、一般的に用いられる円弧を描きルーチン

型サイクルを構成する PDCA サイクルではなく、概念

図の右側(CA 部)に重心をもった運用時情報擦り合わ

せ型（運用時設計型）のダイアグラムがより適切な表

現であると考えられる。従い、情報の量と当事者間の

インターフェイスは、設計時における関与（ユーザー

参加型設計）も重要ではあるが、プロジェクト運用時

に重要性がより増す、「逆じょうご型」の概念形状を持

つと考えられる。図３において、住まい手と作り手の

インターフェイス空間（黄色で示す Project Space）で

は、プロジェクト毎の実運用をとおした評価と知見が

存在することとなり、これらの運用時におけるユーザ

ースペシフィックである粘着性の高い情報 8) をフィ

ードバックすることで、作り手は設計パラメターの評

価ができ、住まい手は運用時の調整と性能の作り込み

に関する要求条件の提示が可能となると考えられる。

従い、プロジェクトレベル（マクロ）で考慮する UI

としては、運用時に明らかになる、ユーザー、コンテ

クストベースの粘着性の高い情報を共有し、それらを

運用コンテクストにおいて活用するための仕組みを持

つ情報マネジメントを構成し得る。このことは、現況

と比較した際に、より住まい手が安易に持つことので

きる情報量を増やし、住まい手が簡単に操作できる情

報を増やすことで、インターフェイス部における情報

のやりとりを増やし、PD(/)CA サイクルへの情報の供

給量を増やすことが重要であると考えられる。この為

には、ミクロレベルでは、各サービス単位で機能する

情報共有の為のプロトコルが、サプライサイドとユー

ザーサイド双方で組み込まれ、マクロレベルにおいて、

それらをつなぎ合わせる、ユーザーオリエンテッドで

ある UI を位置づけることが必要と仮定される。  

 

４．情報アーキテクチャの位置付け 

現時点における住宅系サービスの UI が持つ問題点

の把握を通して、以下に情報アーキテクチャの観点か

ら考慮した、UI の位置取りを記述する。まず一般的な

大量生産製品と建築の相違点を、情報、住まい手、機

能提供者の三階層にて記述する。大量生産製品の情報

は、それを運用するコンテクストは様々であれども、

もとの製品に付随する属性情報は同一のものである。

また製品の運用に関しても、その機能が明確である場

合が多く、運用情報のバリエーションは解釈的である

と言え、設計情報の再構成的である場合は少ない。こ

れと比較し、建築はユーザー特有な情報を用いて一品

生産される人工物であり、その運用時においては、住

まい手が空間に対し多様な要求を持ち、設計された情

報を再構成（二次構成、あるいはｎ次構成）しながら、

運用していく。以上を人工物の機能を担保するマルチ

ステークホルダーと、人工物の機能の使い手の関係性

から記述すると、以下の相違点が把握される。  

 

①一般的な大量生産製品の使い手に関する情報は、マ

ルチステークホルダーから見るとその多くが、バリエ

ーションであり、個々、特有にすり合わされた二次的

情報は少ない  

 

②建築の使い手に関する情報は、マルチステークホル

ダーから見るとその多くが、個別の特有な情報をもっ

ており、以下の二点に定義される。  

②-1：エージェントベースの特有な情報  

②-2：運用コンテクストベースの特有な情報  

 

この対比を概念的に示したものが、図４であるが、た

とえ１～５の建築が同じ情報を用いて作られたもので

あるとしても、ユーザーサイドにおける読み取られ方

はユーザー固有のものとなる。従い、図４は、プロダ

クトとしての建築に関する構図を示したものであるの

で、情報アーキテクチャ下部、ものへの情報の作り込

みによる、プロダクトディペンダントな UI が描かれ

ている。これは、現況のほとんどの住宅の提供のされ

方を示すもので、住まい手は、作り込まれた機能を、

モノと情報がもたらす、個々の解釈を通して操作する

こととなっており、客観的な運用時評価が困難である

要因を促す情報構成の位置取りを取っていることが把

握される。 
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図４：多主体による人工物の生産：大量生産製品と一

品生産である建築における情報の固有性の相違 

 

これを、本稿で論じている、運用情報の擦り合わせの

必要性を考慮して記述すると、図５に示すような対比

が記述できる。即ち、多主体によるプロダクトへの作

り込みを実施する場合には、サプライサイドでの情報

の擦り合わせを、多主体による情報をユーザーが運用

し、その個別性と擦り合わせながら機能を操作する場

合には、ユーザーディペンダントなデマンドサイドで

の情報の擦り合わせが必要となる。この情報構成の位

置取りの相違点をもとに、現時点における多主体間で

の UI の共有の問題点を次に考察する。  

 

図５：プロダクトディペンダントな UIと、ユーザーデ

ィペンダントな UIの情報の擦り合わせの位置取り 

 

５．サプライサイドにおける多主体間のユーザーイン

ターフェイス共有の問題点 

本論では、建築の運用を通し機能を提供するサービ

スプロバイダーが各種介在することを想定しており、

固有の情報を持った建築に対し、様々なステークホル

ダーが、多様な情報を用いることが把握できる。図５

右図に示したように、各々がインターフェイスを提示

すると、住まい手観点からは、サービス提供を実施す

る主体が四主体いる時は、四つのインターフェイスが

用意されていることとなり、自身の情報が分散管理さ

れることとなり、一元的な情報運用が困難となること

が予想される。その為、これらの UI を多主体間で共

有する為のワンストップ型の情報提示インターフェイ

スを構成することが考慮される。まず始めにそのよう

な統合型 UI をサプライエンドに位置づけることの問

題点を記述する。企業内における分野横断的な情報共

有マネジメントに関しては、 Clark & Fujimoto 

(1991)、Guest(1991)、Bartlett (1996)、Hansen & Von 

Oetinger (2001)などによるマネジメント系の組織人

材論 9）10）11）12）、建築産業におけるプロジェクト内で

の当事者作業分担の複雑性に関する論考 13）があるが、

これらの論考をベースにサービスプロバイダー間での

共用 UI をサプライエンドに位置付ける構成を図６に

図示する。 

 

図６：i、T、n型コミュニケーション 9）10）11）12）  

 

図６を図５の情報アーキテクチャと比較すると、これ

らがプロダクトディペンダントな情報の構成と類似し

ていることが分かる。即ち、サプライエンドで情報を

インテグレーションすることで、情報の一括提示をす

るサービス形態はサプライ組織的な観点からはまとま

りを持つが、住まい手個々のコンテクストスペシフィ

ックな情報を擦り合わせ、運用時に活用していく為の

インターフェイスが欠如していることが分かる。この

ことから、概念図上部、住まい手側にインターフェイ

スを位置づけることで、住まい手固有の多様な情報に

対し、情報マネジメントへの参加可能性を提示できる

と考えられる。  

 

６．デマンドサイドに位置づける多主体間のユーザー

インターフェイスの情報アーキテクチャ  

 以上の問題点を踏まえ、デマンドサイドに多主体間

情報共有 UI を位置づける為の情報アーキテクチャを

図７に提示する。ここでは、次の二点に着目すること

で、各住宅固有の運用情報にウェイトを持たせるとと

もに、共有の為のプロトコルを各システムユーザーレ

ベルに組み込むことで、データレベルでの共有性を確

保する。 
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１：住まい手（運用主体）による情報の選択と記述  

２：マルチ・サービスプロバイダー間での情報共有  

 

 

図７：ユーザーサイドのユーザーインターフェイス 

 

図７の上部に見るように、個々の住まい手は、各住宅

がそうであるように、その UI も各自に適応するよう

に、住宅運用情報を用いて固有のものにカスタマイゼ

ーションされる。すなわち、自身の情報を用いた UI

が構成でき、自身の相対的な位置付けを通した、サー

ビス情報の理解と運用が、構造的に可能となる。また、

住まい手が住宅と住生活に関して学習する機会を、各

個人に妥当な情報を比較表示できることから期待でき

ると考える。  

 

課題と結語 

本論を通し、住宅運用時の情報をマネジメントする

為の情報アーキテクチャと UI の関係性を論考してき

たが、このことを通して以下の課題が浮かび上がった。

まず、情報を共有する為のプロトコル階層の記述に関

して、現時点で存在する様々なサービスプロバイダー

が、実際に提供している情報を分析し、その共有性の

範囲を各社内情報システムの内に検証する必要がある。 

本論は、建築分野におけるデマンドサイド・マネジメ

ントの理論的研究として位置付けられるが、ここで示

した概念モデルを、これより実際のケースに当てはめ

た検証を実施することで、その妥当性の範囲を確認す

る必要がある。これには、実際の UI を試作し、仮オ

ペレーションを通した実証が必要と考えられる。  

 

［注訳］ 

注 1）ここでは、情報アーキテクチャを「ユーザーと情報を

どのようにつなげるかという関係性とその設計思想」とする。 

注 2）Norman による、ある設計された機能をもつ人工物の

操作にあたるエージェントのメンタルモデルでは、使い手に

関する領域を User’s Model、設計に関する領域を、Design 

Model、そして機能を媒体する人工物に託されるインターフ

ェイス領域を、System Image と呼び、三階層に分断すること

で、UI 領域の評価分析を試みた。 
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This paper problematizes the lack of theoretical positioning of user-specific, operational information within the current 

PDCA management methodologies that aim toward sustainable, long-term operational management of architecture. 

Through the analysis of information architecture and its user interface, the paper proposes a methodology for 

demand-oriented operational management of architecture. The recent interest toward sustainability within the domain of 

residential architecture has brought much attention to the operational information of architecture; naming the mandatory 

requirement of home information pack for the long-life quality housing, or the smart energy management for zero-energy 

houses (ZEH), where utilization of such information toward potential value creation is heavily discussed.  Within the 

industry of architecture at large, there are various management methodologies for post-construction phase of building, such 

as life-cycle management, facility management, commissioning, or post-occupancy evaluation.  However, there has not 

been a common theoretical proposition that takes the issue of operational information from user oriented perspective.  The 

paper takes clue from the above stated methodologies, where they mainly utilize design-based information to evaluate the 

operation of a given building from supply-side perspective.  In order to evaluate the designed function and its adjusted, 

adapted, and reconfigured function throughout the course of buildings operation, we must incorporate the operational 

information produced by the user and held by the user into the method of management.  More specifically, the paper 

focuses on the difference between product-depended user interface and user-depended user interface, where the latter 

positions integration of information within the context of building operation.  Using this difference as a hinge,  theoretical 

prototype of user interface for productive information sharing amongst multi-stakeholders and information architecture for 

the management of operational information was proposed. 
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